
平成３０年度 鳥取市障がい者虐待防止・ 差別解消推進協議会

●  日 時： 平成３１年３月１５日（ 金）  午後１時３０分～３時 
●  場 所： 鳥取市障害者福祉センター「 さわやか会館」 ３階第１研修室 

＜ 日 程 ＞ 

１  開  会 

２  障がい福祉課長あいさつ 

３  委員紹介 

４  会長・ 副会長の選出 

５  会長・ 副会長あいさつ 

６  協議・ 報告事項 

（ １ ） 障がい者虐待の防止について 

  ①  … … … … … … … …国における障がい者虐待の状況について 資料１  

  ②  … … … … … …鳥取県における障がい者虐待の状況について 資料２  

  ③  … … …鳥取市における障がい者虐待の状況・ 対応について 当日配布 

（ ２ ） 障がい者差別の解消について 

  ①  … … … … … …障がい者差別に係る鳥取県内の状況について 資料３  

  ②  … … … …障がい者差別の解消に向けた本市の取組について 資料４  

  ③  … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … …事例検討 当日配布 

７  閉  会 

福祉部障がい福祉課 



鳥取市障がい者虐待防止・ 差別解消推進協議会（ H30. 5. 1～H32. 4. 30）

（ 順不同、敬称略）

№ 団体名 役　職 氏　　　名

1 鳥取市社会福祉協議会
鳥取市総合福祉センター
所長

松本　美智恵

2 鳥取市民生児童委員協議会 副会長 西村　春子

3 鳥取市自治連合会 監事 安木　恭次

4 鳥取県弁護士会
高齢者・ 障がい者の権利
に関する委員会副委員

水田　敦士

5 鳥取県東部医師会 理事 池田　光之

6
鳥取市地域自立支援協議会　地域移行・
権利擁護部会

部員 護田　裕子

7 鳥取市基幹相談支援センター 副所長 河内　富裕美

8 とっとり東部権利擁護支援センター 理事 谷口　毅

9 鳥取市身体障害者福祉協会連合会 理事 安養寺　立志

10 鳥取市手をつなぐ育成会 専任理事 上田　明子

11 鳥取市精神障がい者家族会 理事 岡垣　春夫

12 鳥取人権擁護委員協議会
高齢者・ 障がい者人権部
会会長

奥田　啓一

13 鳥取警察署 生活安全課長 角　祥朗

14 鳥取公共職業安定所 統括職業指導官 植田　彰夫

15 鳥取市人権教育協議会　企業部会 広報企画部企画課係長 山本　みどり

16 鳥取市総務部人権政策局人権推進課 局長兼課長 橋本　浩之

17 鳥取市健康こども部こども家庭課 次長兼課長 竹間　恭子

18 鳥取市保健所障がい者支援課 課長 小野澤　裕子

19 鳥取市教育委員会事務局学校教育課 課長代理 中村　奈緒
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 障がい者差別に係る鳥取県内の状況 

  鳥取県障がい者差別解消支援地域協議会（H30.7.25）での報告案件 

●事案１ 

《内容》 

 А事業者が運行するバスに、車いすの利用者が乗車しようとしたところ、運転

手から「あなたの車いすは重量があるため、乗車できない」と言われ、乗車でき

なかった。 

《補足》 

・А事業者は、過去に１度、今回乗車拒否された当事者を乗車させる際に、車い

すの重量によりバスのスロープが壊れた経験があり、А事業者では、《『この当

事者が乗車する』＝バスが壊れる》という整理をしていた。 

・過去のことを踏まえ、А事業者は重量オーバーで乗車できない車いす一覧を作

成し、乗務員に対し、車いすの方の乗車に当たっての指導を行っていた。 

・乗務員は、当事者の乗車に当たり、А事業者に電話で、乗車させないことを確

認した。 

●事案２ 

《内容》 

 障がいのある当事者は、Ｂ事業者が企画していたツアーに参加したいと思い、

いつもお願いしている支援員にＢ事業者に問い合わせしてもらったが、暗に断っ

ているかのような態度をとられた。 

《補足》 

 ・Ｂ事業者に問い合わせした内容は２点 

  ①障がい者も参加することが可能か。 

  ②参加する場合、障がい者手帳が使えるかどうか。 

 ・問い合わせした内容に対し、Ｂ事業者からは「障がい者を受け入れることが

できない」「時間通りに運行しなければならない」という回答であった。 

●事案３ 

《内容》 

 電動車いすの利用者が、ＵＤタクシーを予約するため、タクシー会社に連絡し

たところ、「電動は乗車できない」と言われ、一方的に電話を切った。別日に電動

車いすの支援者が、タクシー会社に予約の電話を入れたところ、車いすの重量を

確認され、支援者が「比較的軽いもの」であることを伝えると、「乗れます」との

返事だった。 

 電動車いすの利用者の家族が、タクシーの運転手に「ＵＤタクシーは使えない

か」と尋ねると、「電動車いすの場合、福祉タクシーをより利用することが多い」

と言われた。 
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●事案４ 

《内容》 

 Ｃ行政機関が計画していた研修会に、聴覚障がいのある当事者が参加の申し込

みを行った。このことについて相談を受けた支援員が参加に当たり、手話通訳者

による情報保障の確認のため、Ｃ行政機関を訪問した。 

 Ｃ行政機関の担当者からは、「手話通訳が必要となると経費がかかり、負担する

ことができない。研修会は、専門的な話であるが手話通訳ができるのか。」と言っ

た回答で、受講を拒否された。 

《補足》 

 ・支援員が、Ｃ行政機関の担当者に対し、「障害者差別解消法を知っているのか。

合理的配慮ができないか、検討してほしい。」とお願いしたが、聞く耳を持た

なかった。 
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障がい者の差別解消に向けた本市の取組 

１ 職員対応要領等の制定 

 ○ 鳥取市職員における障がいを理由とする差別の解消の推進に関する職員対応要

領（H28.4.1 制定） 

 ○ 鳥取市立小中学校における障がいを理由とする差別の解消の推進に関する教職

員対応要領（H28.10.1 制定） 

 ○ 「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づく合理的配慮の提供について

（H29.3.27 総務部長通知） 

２ 障害者差別解消支援地域協議会の設置・開催 

 ○ 鳥取市障がい者差別解消支援地域協議会（H28.5.1～。H30.5.1 からは「鳥取市

障がい者虐待防止・差別解消推進協議会」） 

   ・H28 年度２回、H29 年度１回、H30 年度１回 

３ 障害者差別解消法に対する周知 

 ○ 職員研修 

 ○ 地域・企業への周知 

   ※企業向け「障がい者差別解消法周知パンフレット」の作成（鳥取市商工会議

所報（H29.12.15 号）に折り込み、会員企業約 2,700 事業所へ送付） 

 ○ 街頭啓発活動 

 ○ ヘルプマークの配布開始（H30.2.1～） 

資料４ 


